














A Study on the History of Direct Marketing in Japan 
-From the View point of Act on Specified Commercial 
Transactions- 
























































 『農業雑誌』では第 5 号において、「西洋野菜類 莓(いちご)苗種々 百本に付
金二十五錢」など 10 種類以上の苗について、學農社で販売することが書かれて
















苗という産業財の通信販売であった。その意味では B2C(Business to Consumer)
である最終消費者を対象とした通信販売ということはできない。 
現金を送付する金子入り郵便が不便の人には、郵便切手での注文でもよいこと




申上置候也（『農業雑誌』、第 11 号、1876 年、13 ページ） 
と書かれていて、切手による代金支払い方法は中止された。 
 なお、第 8 号において「玉蜀黍の説」、「玉蜀黍調理法」の記事（『農業雑誌』、






 藪内（2013）によると、日本の郵便制度は明治 4（1871）年 3 月 1 日（太陽暦






 当時の郵便物の通数は、読売新聞の明治 8（1875）年 7 月 25 日の記事による
と、5 月の国内郵便通数の内訳は図表１のようになっていた。 
図表 1 明治 8 年 5 月の国内郵便通数 
  種類      通数 
手紙    712,713 
書留     22,505 
新聞紙    303,006 
書籍の見本      9,216 
無税     26,526 
金子入り      1,149 
没書        420 
合計   1,075,535 



































 さらに、法の対象となる商品などについて、訪問販売法制定時の 1976 年には























讀賣新聞（以下、引用文以外では読売新聞と表記）は明治 7 年（1874 年）11












































































 1) ペンキ油 



















 2) 理髪 
 特定商取引法では有形財（指定商品）だけではなくサービス(役務)や権利につ
いても指定されていた時期があった。その指定役務に理髪は入っていないが、明





























随するものは役務と解釈されよう。明治 7（1874）年 12 月 26 日に出前の広告が
掲載されていた。 
御料理といふ手際をはぶき低價專一の即席有合 






 今月二十三日より見世開き仕候 中橋澤むら座樂屋新みち 





















 4) ビール 
 現在、酒類は担税商品として製造、販売とも免許制度が採用されている。販売
免許の中には、通信販売酒類小売業免許があり、「酒税法及び酒類行政関係法令


























告である」(Sears & Roebuck, 1897, p.3) としており、有名な「もし満足できな






 5) 書籍 
 アメリカにおける近代通信販売以前の段階で、既述のように最初のカタログが
書籍について制作され、アメリカにおいてもベンジャミン・フランクリンが書籍




る。明治 8（1875）年 7 月 10 日に次の書籍の広告が掲載された。 















 6) 雑誌 
 日本の通信販売の最初とされた『農業雑誌』の玉蜀黍の通信販売広告以前に『農
業雑誌』そのものの広告が読売新聞の明治 8（1875）年 12 月 12 日に掲載されて
いた。「右來一月より毎月二號宛發賣す 四方の君子愛顧を賜へ 東京麻布學農
社津田仙(別刷、1 ページ)」となっていて、発売の告知であり、販売方法につい
ての言及はない。なお、津田仙は同年 8 月 8 日に「津田縄」という授粉のための
農具の広告をだしていて、これにも取次所の記載はあるが、通信販売に関する記
述はない（2 ページ）。 








                 出版所 東京麻布東町 學農社敬白 
                 賣弘所 東京銀座二丁目日々新聞屋 
                 同   同      津田縄店 
                 同   東京出雲町一番地曙新聞屋 










 なお、読売新聞の明治 10（1887）年 2 月 7 日の社告において、『農業雑誌』を
読売新聞の発行元である日就社が取扱、配送も行うことが書かれていた。 
麻布學農社刊行 農業雑誌 毎月二號づつ出版壹冊定價五錢 
右は以後當社にて本局同樣賣捌並に配達致し候代價の儀は左の通に御座候 
 東京府内一ヶ年分前金配達賃共 一圓十錢 
 同 府外 同         一圓二十錢 
昨明治九年発兌（発行）の二十四冊も右の割合にて御注文次第御届け可申上
候                         日就社（4 ページ） 
発刊の広告においても新聞社が販売所として書かれていたが、読売新聞自体が
『農業雑誌』の販売を開始したことが判明した。 
 7) 医薬品 
 黒住によると、医薬品の新聞広告の最初のものとして、東京日日新聞に明治 7




 読売新聞に掲載された医薬品の広告をみると、明治 9（1876）年 3 月 10 日に
奇應丸という医薬品のなかの文言に郵便での注文をとることが書かれている。奇
應丸は他社の広告によると、子どもの引きつけなどに効く薬となっている（明治
























指定制度による商品、役務を参考とした。さらに B2B ではなく B2C のものを探
っていった。 
 その結果、『農業雑誌』の明治 9（1876）年 4 月の玉蜀黍の通信販売広告以前
の最終消費者向けの通信販売として、読売新聞の明治 7（1874）年 11 月 10 日の
創刊５号の社告を一つの源流とすることができよう。ただ、郵便による注文が明
確に示されていたとは言い難い面があった。明確に郵便による注文が示されてい
たのは、明治 8（1875）年 6 月 2 日のサービス財の理髪であり、また、有形財で
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